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   芦北町省エネエアコン導入促進事業補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、電力消費量の削減による二酸化炭素の排出抑制及び気候変動

による熱中症のリスク低減を図るため、省エネルギー性能の高いエアコン（以下

「省エネエアコン」という。）の購入及び設置に要する経費の一部を補助するこ

とについて、芦北町補助金等交付規則（平成１７年芦北町規則第４３号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるものとする。 

（補助対象製品） 

第２条 補助の対象となる省エネエアコンは、次に掲げる要件のいずれにも該当す

るものとする。 

 （１） 町内の事業者から購入した製品（新品に限る。）であること。 

 （２） 自らが常時居住する町内の住宅に設置し、取り外しや移動が容易にでき 

ないものであること。 

 （３） 経済産業省が定める統一省エネラベルにおいて、最新の目標年度におけ 

る省エネ基準達成率が１００％以上であること。 

 （補助対象者等） 

第３条 補助対象者は、次に掲げる要件のいずれにも該当する者とする。 

 （１） 申請時点において芦北町に住所を有する世帯の世帯主。なお、同居によ

る世帯分離をしている場合は、同一世帯として取り扱うものとする。 

 （２） 省エネエアコンを設置する住宅が自らの所有する住宅でない場合は、当

該住宅の所有者から設置の承諾が得られている者。 

 （３） 本人、本人と同一世帯に属する者（以下「本人等」という。）及び同居

人に町税等の未納がない者。 

 （補助対象経費） 

第４条 補助対象経費は、省エネエアコンの購入及び設置工事に要する経費とし、

補助金の交付の対象となる数量は１世帯又は同一住居につき１台までとする。 

２ 既設エアコンの処分に係る経費は、補助対象経費の対象外とする。 

 （補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、前条に規定する補助対象経費の合計から消費税を除いた額

の２分の１以内の額とし、その限度額を７０，０００円とする。この場合におい

て、補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるも

のとする。 

 （補助金の交付申請） 

第６条 補助対象者は、芦北町省エネエアコン導入促進事業補助金交付申請書（様

式第１号）に次の各号に掲げる書類を添付し、町長に申請しなければならない。 

 （１） 省エネエアコンの購入及び設置に係る経費の内訳が分かる見積書（金額、 

金額の内訳、製造品名、型番、見積書作成者名が記載されているもの） 
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 （２） 最新の目標年度における省エネ基準達成率が１００％以上の製品である 

ことが分かる書類（カタログ等） 

 （３） 設置予定箇所の状況が分かる写真 

 （４） その他町長が必要と認める書類 

 （補助金の交付の決定） 

第７条 町長は、前条の規定による補助金の交付申請があったときは、速やかに内

容を審査し、補助金を交付すべきものと認めた場合は、補助金交付決定通知書

（規則様式第３号）により補助対象者に対して通知するものとする。 

 （交付決定の変更） 

第８条 前条の補助金交付決を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、当該

交付決定の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ芦北町省エネエアコン導

入促進事業補助金変更交付申請書（様式第２号）により町長に申請して、その承

認を受けなければならない。 

２ 町長は、前項の規定により補助金変更交付申請があった場合において、変更す

べきものと認めた場合は、補助金変更交付決定書（規則様式第５号）により交付

決定者に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第９条 交付決定者は、省エネエアコンの購入及び設置が完了したときは、速やか

に実績報告書（規則様式第８号）に次の各号に掲げる書類を添付し、町長に提出

しなければならない。 

 （１） 省エネエアコンの支払いを証する領収証の写し 

 （２） メーカー保証書の写し 

 （３） 設置後の状況等が分かる写真 

 （４） その他町長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定） 

第１０条 町長は、前条に規定する実績報告書の提出があったときは、その内容を

審査し、適正と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し補助金交付確定通

知書（規則様式第９号）により、交付決定者に通知するものとする。 

 （補助金の請求等） 

第１１条 交付決定者は、補助金の請求をしようとするときは、補助金請求書（規

則様式第１０号）により町長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、交付決定者が補助金の概算払を受けようとするとき

は、補助金概算払請求書（規則様式第１１号）を町長に提出しなければならない。 

３ 町長は、前項に規定する書類の提出があった場合において、その内容を審査し、

概算払をすることが適当であると認めるときは、補助金交付決定額の範囲内にお

いて補助金を交付することができる。 

 （その他） 
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第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

 

 

 


